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USPTO、特許審査待ち期間シミュレーションモデルを発表 
 

2009 年 12 月 21 日 
JETRO NY 中槇、横田 

 
 
 米国特許商標庁（USPTO）は、18 日、特許審査待ち期間シミュレーションモデル

（Patent Pendency Model: PPM）を発表した 1。 
 
 同プレス発表によれば、USPTO は運営の透明性向上の取組を行っており、PPM は、

その一環として、将来の審査待ち期間（FA 及び平均要処理期間）や審査待ち案件数（バ

ックログ）等の予測値を、審査官の採用人数や出願件数の増減といった審査処理に影響

を与える複数の要素の数値に基づき算出するシミュレーションモデルであり、ユーザーは

これらの要素が FA 期間等に如何なる影響を与えるかを理解可能になるとしている。 
  
 PPMは、USPTOウェブサイトからPPMファイルをダウンロードすることにより利用可能

であり 23、審査待ち期間に影響を与える項目として、①審査官の採用人数、②超過勤務

時間、③離職率、④継続審査請求（RCE）の減少率、⑤出願件数の増減率の 5 項目 4を

設定しており、当該項目に入力された値を基に、審査待ち期間やバックログ等の予測値

が自動的に計算される仕組みとなっている。ダウンロード時点では、過去の統計から導

かれた数値が初期入力されているが、ユーザーは、2010 年度から 2016 年度までの期

間で上記 5 項目の数値を自由に入力することができ、入力値に応じて自動計算された予

測審査待ち期間等の変動によって、各項目が審査の促進又は遅延に、どの程度の影響

を及ぼすかなどを知ることができる。 
 
同プレス発表の例示によれば、2010 年度から 2012 年度までに毎年 1000 人の審査

官を採用した場合、2012 年度末にはバックログが、719,000 件から 470,000 件に減少

（ケース１）する一方、仮に 2010 年度から 2016 年度まで審査官の新規採用や超過勤

務をせず、かつ出願件数が毎年 6%ずつ上昇した場合、バックログは 1,651,000 件に、

FA 期間は 25 月から 67 月に急増するとした予測を示している（ケース２）。 
 
カッポス USPTO 長官は、発表にあたり、「高いレベルの透明性を持った（USPTO）運

営の取組の一環として、利害関係者（ステークホルダー）が審査待ち期間（pendency）に
影響する要因（variables）を正しく認識できるようこの PPM を立ち上げた。ステークホル

                                                
1 USPTOプレス発表：http://www.uspto.gov/news/pr/2009/09-33.jsp 
2 PPM のページ：http://www.uspto.gov/patents/stats/patent_pend_model.jsp 
3 PPM（excel 形式）のダウンロード：http://www.uspto.gov/patents/stats/pendency_model.xls 
4 背景が薄緑となっているセルの箇所。各項目の定義や初期値の説明については、脚注 2 の PPM のページ及び PPM
ファイルの各項目の説明部分を参照。 
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ダーとこの情報をシェアすることにより、審査待ち期間に影響を与える要因についての理

解を深めることができると確信している」とのコメントを寄せている。 
 
なお、自動算出される平均要処理期間について、①RCE請求時にリセットした（RCE

請求時を起算点（ゼロ）として再計算した）場合の期間 5に加え、②RCE請求時にリセット

しない（出願時を起算点として期間を続行させる）場合の期間も算出されるようになって

いる点、及びFA件数と出願件数の比較値をバックログ火力量（Backlog Firepower）とし

て算出されるようになっており、同火力量が 100%以上であれば（FA件数が出願件数を

上回れば）バックログが減少していくと表現している点が興味深い。 
 
（ケース１）6 

 
 
（ケース２） 
                                                
5 年報等に掲載されている現行の計算方法。 
6 ケース１，２の図は、USPTOの例示をもとに当部にて編集。 
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（了） 


